
市税
51.7億円

（－0.4億円） 
24.7%

地方交付税
56.1億円

（＋1.4億円） 
26.7%

国・道支出金
49.2億円

（＋3.6億円）
　23.5%

総額
209.7億円
（　）は対前年度

増減額

（＋9.4億円）

市債　
15.8億円

（＋1.4億円） 
7.6%

その他
36.9億円

（＋3.3億円） 
17.5%

　
平
成
30
年
度
の
市
の
予
算
が
、
市
議

会
の
平
成
30
年
第
１
回
定
例
会
で
議
決

さ
れ
、
成
立
し
ま
し
た
。

　
今
号
で
は
、
平
成
30
年
度
の
当
初
予

算
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
『
市
税
』
は
、
市
民
の
皆
さ
ん
か
ら
い
た
だ

く
安
定
的
な
収
入
で
あ
り
、
財
政
運
営
上
は
、

収
入
全
体
の
中
で
、
自
主
財
源
で
あ
る
市
税
の

割
合
が
高
い
こ
と
が
望
ま
し
い
と
さ
れ
て
い
ま

す
が
、
登
別
市
の
市
税
の
割
合
は
他
の
自
治
体

に
比
べ
て
低
く
、
24
・
７
㌫
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
平
成
30
年
度
は
、
特
定
の
事
業
に
対
し
て
交

付
さ
れ
る
『
国
・
道
支
出
金
』
や
建
設
事
業
な

ど
を
行
う
と
き
に
借
り
入
れ
る
『
市
債
』
が
増

加
し
た
ほ
か
、
基
金
（
預
金
）
か
ら
の
繰
入
金

の
増
加
な
ど
に
よ
り
、
『
そ
の
他
の
収
入
』
が

増
加
し
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
は
、
市
税
や
地
方
交
付
税
な

ど
を
財
源
に
、
福
祉
や
教
育
、
公
共
施
設

の
整
備
な
ど
、
市
の
基
本
的
な
事
業
を
行

う
た
め
の
会
計
で
す
。

　
平
成
30
年
度
の
一
般
会
計
予
算
は
、
児

童
福
祉
や
障
が
い
者
福
祉
関
係
の
給
付
費

な
ど
（
扶
助
費
）
が
２
億
900
万
円
増
加
し

た
ほ
か
、
学
校
の
耐
震
化
や
道
路
の
整
備

な
ど
に
使
う
お
金
（
普
通
建
設
事
業
費
）

が
３
億
600
万
円
増
加
す
る
な
ど
、
前
年
度

に
比
べ
、
９
億
３
千
500
万
円
増
加
の
209
億

６
千
500
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
特
別
会
計
は
、
使
途
が
決
ま
っ
た
収
入

（
保
険
料
や
使
用
料
な
ど
）
で
特
定
の
事

市民一人当たりの市税
10万5,958円

一般会計予算
209億6,500万円

■市税
市民税、固定資産税、
軽自動車税などの市の
税金
■地方交付税
人口や市税収入などに
応じて国から交付され
るお金
■国・道支出金
特定の事業に対し、国
や北海道から交付され
るお金
■市債
国や銀行から借り入れ
るお金
■その他の収入
公共施設の使用料や
サービスの手数料、基
金（預金）を取り崩し
たお金など

※�平成30年２月28日現在の
人口で割ったものです。

市
の
お
金
の
使
い
方

平
成
30
年
度
登
別
市
の
当
初
予
算

▼
問
い
合
わ
せ
　
財
政
グ
ル
ー
プ
（
☎
�
１
３
３
１
）

入
の
ポ
イ
ン
ト

一
般
会
計
は

９
億
３
千
500
万
円
の
増

特
別
会
計
は

８
億
６
千
50
万
円
の
減

収

収入

※�表示単位未満は四捨
五入しているため、
合計と内訳の計は一
致しません。
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